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1. 問題の所在 
 近時、デザイン保護への注目が高まっている一方で、デザイン保護の中心を担うはずの日
本の意匠法は相対的にその存在感を失っているように思われる。Apple と Samsung との間
のスマートフォンを巡る紛争は世界中で展開された。のちに和解により紛争の舞台をアメ
リカに移し、アメリカにおいては意匠特許への注目が高まることとなり 2016 年 12 月には
最高裁判決1が出され、その後、2018 年 6 月 27 日付で和解により紛争は終結した2。また、
応用美術の分野に目を向ければ、日本においては＜ファッション・ショー事件＞知財高裁判
決3、＜TRIPP TRAPP 事件＞知財高裁判決4といった注目を集める判決が出され、学界での
議論も活発になっている5ように見受けられる。さらに、2017 年 3 月には、アメリカにおい
てチアリーダーユニフォームに対する著作権の保護の可否をめぐって最高裁判決6が出され
ている。このようにデザインに注目が集まる中で、日本の意匠法のもとでの出願件数は、特
許庁 HP 掲載の「特許行政年次報告書」が遡れる72000 年版以降を対象とすれば、1990 年
                                                     
1 Samsung Elecs. Co. v. Apple Inc., 137 S. Ct. 429 (2016) 
2 例えば、日本経済新聞 HP「アップルとサムスンが 7 年経て和解、スマホめぐる知財紛
争」（2018/6/28 9:43）
（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO32334630Y8A620C1MM0000/ 最終確認：
2018 年 10 月 11 日）、Bloomberg HP “Apple, Samsung Declare Peace in Biggest Modern 
Tech Patent Fight” (2018/6/28 3:32 JST Updated on 2018/6/28 7:29 JST)
（https://www.bloomberg.com/news/articles/2018-06-27/apple-samsung-settle-patent-
infringement-dispute 最終確認：2018 年 10 月 11 日）など参照。 
3 知財高判平成 26 年 8 月 28 日判時 2238 号 91 頁＜ファッション・ショー＞ 
4 知財高判平成 27 年 4 月 14 日判時 2267 号 91 頁＜TRIPP TRAAP＞ 
5 例えば、著作権法学会 2016 年度（平成 28 年度）研究大会のシンポジウムでは、奥邨弘
司教授の司会により「応用美術」がテーマとして扱われ、その際の報告や議論は著作権研
究 43 号（2017 年）に登載。 
6 Star Athletica, L.L.C. v. Varsity Brands, Inc., 137 S. Ct. 1002 (2017) 
7 特許庁 HP「特許行政年次報告書」（http://www.jpo.go.jp/shiryou/toukei/gyosenenji/ 
最終確認：2018 年 9 月 23 日） 
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に 44,290 件8であったものが 2014 年には 29,738 件9に底を打ったものの 2017 年で 31,961
件10にとどまっている。登録件数も、同様の期間を対象として、1999 年の 41,355 件11をピ
ークとし 2016 年の 25,344 件を底として、2017 年には 27,335 件となっている12。傾向とし
ては漸減傾向にあって、近年は持ち直しの兆しを見せてはいるとはいえ、出願・登録件数と
もに伸び悩んでいるといえよう。 
 こうした意匠法の現実を前にして、所管官庁も手をこまねいているわけではない。いわゆ
る「第 4 次産業革命」や「IoT（モノのインターネット）」の進展など、近時の競争環境の変
化を前にして、特許庁はデザインによる企業の競争力強化を目指し、平成 29 年 7 月 5 日を
初回とする「産業競争力とデザインを考える研究会」（座長：鷲田祐一教授（一橋大学））を
設置し、議論をすすめさせた13。平成 30 年 5 月 23 日には、同研究会の報告書である『「デ
ザイン経営」宣言』が公表され、そこでは意匠法改正について「デザインの役割が、①ブラ
ンド構築のためのデザイン＝企業の持つ哲学・美意識を表現するもの、②イノベーションの
ためのデザイン=顧客に内在する潜在的ニーズ、事業の本質的課題を発見、技術と併⾛し課
題解決を行うもの、③製品・サービスのコンセプト、外観、機能性、UI を含む顧客体験の
品質を向上させるものとなったことを踏まえ、新技術の特性を活かした新たな製品やサー
ビスのためのデザインや、一貫したコンセプトに基づいた製品群のデザインなど、その保護
対象を広げるとともに、手続きの簡素化にも資するよう、意匠法の大幅な改正を目指す14」
と述べる。この報告書を受けて、平成 30 年 8 月 6 日に開催された産業構造審議会知的財産
分科会・第 6 回意匠制度小委員会において意匠法改正に向けた課題の議論が開始されたよ
うである15。同小委員会で配布された資料「意匠制度の見直しの検討課題」16は、画像デザ
                                                     
8 特許庁「特許行政年次報告書 2000 年版」参照 
9 特許庁「特許行政年次報告書 2018 年版〈統計・資料編〉」3 頁参照 
10 前掲注（9） 
11 特許庁「特許行政年次報告書 2008 年版〈統計・資料編〉」3 頁参照 
12 前掲注（9） 
13 「産業競争力とデザインを考える研究会」の議事録等は、経済産業省 HP に掲載されて
いる（http://www.meti.go.jp/committee/kenkyukai/economy.html#sangyo_design 最終
確認：2018 年 9 月 23 日）。 
14 経済産業省＝特許庁 産業競争力とデザインを考える研究会『「デザイン経営」宣言』
（2018 年 5 月 23 日）11 頁 
15 その後、同年 9 月 18 日には第 7 回、9 月 21 日には第 8 回が開催され、迅速な審議がな
されているようである。議事要旨等は特許庁 HP「産業構造審議会知的財産分科会意匠制
度小委員会」（https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/shingikai/isyou_seido_menu.htm 
最終確認：2018 年 9 月 23 日）を参照。 
16 特許庁 HP（https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/shingikai/pdf/isyounew06/03.pdf 
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イン、空間デザインに対する保護対象の拡大や、関連意匠制度の拡充、存続期間の延長に加
えて、複数意匠一括出願など出願手続の改善などを検討課題として挙げている。確かに、技
術開発の進展や競争環境の変化に対応して、保護対象の拡大や手続の簡素化などを図るこ
とは重要な課題といえる。 
 しかしながら、意匠登録出願及び登録件数の減少傾向は、近時の競争環境の変化が生じる
以前から見受けられるものである。さらに、我が国意匠法の淵源であり、同様に出願・実体
審査・登録を要する意匠特許制度を有する米国においては、意匠特許出願件数は 1990 年に
11,288 件であったものが、ほぼ一貫して増加し 2008 年に 27,782 件となったのち、2009 年
は大幅に減少するものの翌 2010 年には増加に転じ 2015 年に 39,097 件となっている17。そ
して、意匠特許登録件数は 1990 年に 8,024 件であったものが、2008 年に 25,565 件を記録
したのちいったん減少したものの、反転し 2015 年に 25,986 件となっている18。近年までほ
ぼ一貫して減少傾向にある我が国と比較して、アメリカにおける出願登録件数の動向は好
対照をなしているといえよう。意匠出願数の少なさや減少傾向につきデザイナー人口や海
外での受賞などに照らして明らかにデザイン開発力を反映していないとの指摘もあり19、我
が国におけるデザイン業界の伸び悩み等に帰責することができない事由があることを示す
ものと解される。グッドデザイン賞（G マーク）との比較において、G マークは 1998 年の
民営化後に申請数及び受賞数はおおむね倍増しているのにもかかわらず、おおむね同じ期
間において意匠出願は 2 割ほど減少していることや、G マークの審査料や使用料等と意匠
出願・登録費用とを比較しても G マークの費用がはるかに大きく、意匠出願の減少の要因
として経費が挙げられるのは誤りであると推測されることが指摘される20。こうしたことは、
わが国の意匠法に固有の問題を抱えていることを示し、なおかつ保護対象や出願手続など
ではなく、保護要件や侵害判断基準といった意匠法を性格づけ、その骨格をなす構造自体に、
問題が存在する可能性を示すのではないだろうか。 
 我が国の意匠法を性格づける特徴、骨格をなす構造として、実体審査や登録公開を伴うパ
テント・アプローチを採用していることがよく指摘される。実体審査や登録公開を行うこと
により、権利範囲が明確になり、権利の存在が第三者に明確に示されるというメリットがあ
                                                     
最終確認：2018 年 9 月 23 日）参照 
17 USPTO, U.S. Patent Statistics Chart Calendar Years 1963 – 2015 (updated 6/15/2016), 
（https://www.uspto.gov/web/offices/ac/ido/oeip/taf/us_stat.htm 最終確認：2018 年 9
月 23 日） 
18 Id. 
19 森山明子「創作保護の観点から見た制度とデザインとの乖離」DESIGN PROTECT 102
号（2014 年）30 頁参照 
20 森山明子「G マーク 60 年の変革―意匠を再考するために」DESIGN PROTECT 118 号
（2018 年）11, 15 頁 
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り、他方で権利を得ようとする者に対して重い負担がかかるというデメリットが存在する
とされる。 
当然のことながら、こうしたメリットやデメリットを論じる前提として、実体審査や登録
公開により権利範囲が明確となり、それが公示されることが求められる。ところが、意匠法
の基本概念であるはずの類否判断において混乱が見受けられ、登録の場面においても侵害
の場面においても現状では権利範囲が明らかとはいいがたい。類否判断は仮にパテント・ア
プローチでなくとも問題となる課題であってパテント・アプローチが本来的に有する課題
とは言えない。しかし、権利範囲が明確でないことは現行意匠法が活用されていないことの
大きな要因の一つとなっているように思われる。費用のみならず、時間の面でのコストも相
当なものであるにもかかわらず、権利範囲が不明確であれば、コストをかけて権利を取得す
るインセンティヴは低下するからである。 
権利範囲が明確でないという問題を差し引いたとしても、デザイン保護法制において、実
体審査を経て設定登録により排他権を発生させるというパテント・アプローチ21を採ること
につき、疑義が呈されているように思われる。第一には、パテント・アプローチを採用して
いる日本において、著作権法上の応用美術保護につき近時学説上で非限定説に立つ見解が
有力となりつつあり22、さらに知財高裁が相次いで非限定説に立つとみられる判決を出して
いたことから23、著作権法との関係で意匠法の存在意義が問われているためである。第二に
は、同じくパテント・アプローチを採用しているアメリカにおいて、近時の学説の中には意
匠特許の歴史的展開を明らかにしつつ米国法がパテント・アプローチであることはデザイ
ンの性質からではなく歴史的な出来事の産物でしかないとする見解をはじめ、パテント・ア
プローチを採用することへの疑問が示されつつあるように見受けられるからである24。第三
には、3D プリンターの登場などにより、意匠法が前提としていた少品種大量生産から、多
品種少量生産の商品分野が拡大していくことが予想される中で、意匠法の限界が指摘され、
不競法 2 条 1 項 3 号や著作権法など周辺の法による保護の可能性を模索するなどの議論の
必要性が指摘されていること25からである。こうした理由に照らせば、パテント・アプロー
                                                     
21 寒河江孝允ほか編著『意匠法コンメンタール』（レクシスネクシス・ジャパン、第 2
版、2012 年）8 頁〔峯唯夫〕 
22 上野達弘「応用美術の著作権保護」パテント 67 巻 4 号（別冊パテント 11 号）（2014
年）96 頁以下 
23 知財高判平成 27 年 4 月 14 日判時 2267 号 91 頁＜TRIPP TRAAP＞、知財高判平成 28
年 11 月 30 日（平成 28 年（ネ）第 10018 号）＜スティック型加湿器＞、知財高判平成 28
年 12 月 21 日（平成 28 年（ネ）第 10054 号）＜ゴルフ・シャフト＞ 
24 拙稿「アメリカにおけるデザイン保護法制」麻生典＝Rademacher, C.編『デザイン保護
法制の現状と課題～法学と創作の視点から～』（日本評論社、2016 年）212-215 頁参照 
25 五味飛鳥「不正競争防止法 2 条 1 項 3 号による保護と意匠法による保護―デッド・コピ
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チを採用している意匠法は、権利化にコストや時間がかかりすぎ制度として社会の実情に
合わず、他の法制度による法的保護が存在することから意匠法の存在意義自体も問われて
いることとなろう。さらには、米国法を参照して審査制度を導入したといわれるところ26、
パテント・アプローチを採用していることにつき米国自体で疑義が呈されていることから、
歴史的な背景すら怪しくなっているともいいうる。 
以上のことから、本稿は、パテント・アプローチを採用することはデザイン保護において
いかなる意義があるのか、そして保護要件や侵害判断基準がどのようなものであるべきか、
について検討を行う。 
この検討により、特に著作権法との関係で存在意義が問われ、また我が国意匠法の淵源で
パテント・アプローチを採用する米国においてパテント・アプローチに対して疑義が呈され
ていることに対して、デザイン保護法制においてパテント・アプローチを採用することの根
拠を提示することができる。さらに、保護要件や侵害判断基準の具体的な検討は、権利範囲
の明確化に資するのみならず、3D プリンターの登場など技術開発の進展により多品種少量
生産の商品分野が拡大していくといった競争環境の変化の中で、周辺法との関係において
意匠法が果たすべき役割を明確にすることに資する。 
 
2. 研究の方法及び対象 
 本稿では、アメリカ法及び EU 法との比較法的検討とともに、デザイン哲学の一つである
人間中心デザイン（ユーザー中心デザイン）の観点からの検討を行う。 
 比較法的検討において、アメリカ法を選択した理由としては、まず、わが国で最初に制定
された意匠保護法制である明治 22 年意匠条例の審査制度は、イギリス法を下敷きとしつつ
も米国法を参照して審査制度を導入したといわれ27、なおかつ、現行意匠法とアメリカ意匠
特許とは特に保護要件や侵害判断基準に共通性を見出されることからである。そして、共通
性が見いだされる法制度のもとで、近時、意匠特許制度及びそれに関連する周辺法につき新
たな判例が登場し、また学説の議論も活発化していることから、こうした近時の判例や議論
が我が国意匠法のあり方の議論にあたっても参考になると考えるためである。具体的には、
前述したとおり Apple と Samsung との間のスマートフォンを巡る紛争において、意匠特許
独自の損害賠償（利益吐き出し）に関する特別規定の解釈につき昨年 12 月に最高裁判決28
                                                     
ー規制を非登録型デザイン保護制度としてみた場合の可能性と課題―」パテント 69 巻 4
号（別冊パテント 14 号）（2016 年）6 頁以下 
26 高田久実「我が国における意匠法の淵源」麻生典＝Rademacher, C.編『デザイン保護法
制の現状と課題～法学と創作の視点から～』（日本評論社、2016 年）373-374 頁 
27 高田・前掲注（26）372-374 頁参照 
28 Samsung Elecs. Co. v. Apple Inc., 137 S. Ct. 429 (2016) 
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が出されており、また 2017 年 3 月には、応用美術の保護につき分離可能性テストに関する
連邦最高裁の判断を示した最高裁判決29が登場している。意匠特許及びその周辺法に対する
注目が高まる中で、学説でも意匠特許制度に関する議論が活発化しているようであり、上述
の通りパテント・アプローチを採用することへの疑問が示されつつあるように見受けられ
る30。 
 次に、EU 法を比較法的検討における対象とした理由としては、ひとつには、1998 年 10
月 13 日にデザイン指令31が、また 2001 年 12 月 12 日にデザイン規則32が、それぞれ採択さ
れているところ、これら指令・規則の立法過程においてデザイン保護に関する様々な議論の
蓄積がなされているためである。そしてもうひとつには、デザイン指令・規則の背景となる
考え方として「デザイン・アプローチ」が提唱されており、我が国意匠法と同様の「パテン
ト・アプローチ」とは異なる視点からの比較検討は有益であると思料したためである。 
 以上のような比較法的見地からの検討に加えて、デザイン哲学の一つである人間中心デ
ザイン（ユーザー中心デザイン）の観点からの検討を行う。 
類否判断における対立は大別するならば創作説、混同説及び需要説に分けられるが、これ
らの説の相違は意匠法をどのような性格の法と位置付けるかにかかわるものであることか
ら、意匠法をどのような法とみるかという点の対立でもある。知的財産法の正当化根拠に関
する議論との関係で、インセンティブ論を採用する論者がインセンティブ論と需要説との
整合的理解を主張する場合もあるとはいえ33、正当化根拠と結び付けた議論は一般的とは言
い難く、必ずしも密接な関係を有するとは言い難いように思われる。そうであるとすれば、
意匠法を巡る法学の議論だけでは類否判断、ひいては意匠法がいかなる性格を有するかと
いう点についての結論を得ることは難しいのではないかと思われる。 
そこで、本稿では、デザイナーの活動、デザインプロセスに着目し、そこに現われる「デ
ザイン」の価値、さらには法的保護の役割を見定めることを経て、再度法的議論に立ち返る
ことが有効であろうと思料する。意匠法の保護対象はプロダクトデザインであり34、保護対
象と法が遊離することは望ましくなく、保護対象がいかなるプロセスにより生み出される
                                                     
29 Star Athletica, L.L.C. v. Varsity Brands, Inc., 137 S. Ct. 1002 (2017) 
30 拙稿・前掲注（24）212-215 頁参照。Sarah Burnstein「米国の意匠特許制度への標準的
批判」日本デザイン学会誌 25 巻 2 号（2017 年）84 頁以下も参照。 
31 DIRECTIVE 98/71/EC OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE 
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のかという点は意匠法のあり方にも影響を与えよう。デザイナーの活動、デザインプロセス
に着目するにあたっては、本稿では、デザイン哲学の一つである人間中心デザイン、特に
D.A.ノーマン氏の議論を通じて検討を行う。これは、人間中心デザインが、現代のデザイン
における少なくとも重要なデザイン哲学（運動）の一つであり、また人間中心デザインの主
要な論者の一人（ユーザー中心デザインを提唱）である D.A.ノーマン氏は、プロダクトデ
ザインを中心に議論を展開しているからである。 
よって、本稿は、比較法的見地からの検討対象にアメリカ法及び EU 法を取り上げるとと
もに、人間中心デザイン（ユーザー中心デザイン）、特に D.A.ノーマン氏の議論の観点から
検討を行うこととする。 
 
3. 構成 
 構成は以下の通りである。 
 第 2 章では、日本の意匠法の保護要件（新規性、創作非容易性）及び侵害判断基準に関す
る判例・裁判例及び学説の状況を整理、検討するとともに、意匠法以外のデザイン保護を担
う法（商標法及び不正競争防止法 2 条 1 項 1 号といった標識法並びに著作権法）の概況に
ついて整理、検討する。 
意匠法に関する検討にあたっては以下の 5 つの論点を軸に進めている。すなわち、第一
に、3 条 1 項にいう類似概念と、3 条 2 項にいう創作非容易性概念とはどういった関係に立
つのかという点、第二に、登録意匠の効力範囲を定める 23 条にいう「類似」は 3 条 1 項 3
号にいう「類似」と同一の意味内容であると解釈されるべきかという点、第三に、24 条 2
項にいう「需要者」及び「視覚を通じて起こさせる美感」の意義は何かという点、第四に、
登録意匠の効力の及ぶ範囲の画定には、願書の記載及び願書に添附した図面に記載された
意匠（写真又はひな型に現れた意匠）に基づくこととされているものの図面に基づく効力の
及ぶ範囲の画定は不安定な傾向にあることに関する点、第五に、隣接する他の知的財産法制
との区分をどのように行うかという点、である。 
以上の論点を扱うため、まず可撓性伸縮ホース事件最高裁判決をもとに検討する（第２章
第２節）。同最高裁判決では、3 条 1 項と同 2 項との関係について判断がなされた（第一の
論点）ことに加え、3 条 1 項の性質を明らかにするにあたって登録意匠の範囲を定める 23
条の規定も参照されている（第二の論点）。そして、のちの平成 18 年意匠法改正において、
可撓性伸縮ホース事件最高裁判決の判旨とは異なる類否判断手法をとる下級審判決が存在
することにより不明確化している類否判断を、同最高裁判決の判旨に沿って明確化するた
めとして、24 条 2 項が新設されている （第三の論点）。ゆえに、同最高裁判決は、第一か
ら第三の論点に密接にかかわるためである。 
ついで、意匠法における類否判断に関する主な学説として創作説、混同説及び需要説を取
り上げ、それぞれの学説を整理し、検討を加える（第２章第３節）。いずれの学説も、意匠
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法の法目的の理解に照らし類否判断に関する議論を展開しており、現在も収束していない。
こうした類否判断に関する議論は、3 条 1 項の性質をいかに定めるかということに等しいこ
とから、第一ないし第三の論点に関する議論と密接な関係を有する。なお、平成 18 年改正
は、24 条 2 項が新設されたことから、類否判断の主体が明文で定められた。このことは、
学説は別としても、類否判断に関する裁判例にも影響が与えられた可能性があることから、
第２章第４節ではこの点を確認する。 
その後、第四の論点に移り、意匠権の効力の及ぶ範囲（類似範囲）を把握するための、図
面、そしてそれに関連して平成 10 年改正前まで存在していた類似意匠制度、並びに平成 10
年改正により導入された特徴記載制度 及び関連意匠制度といった図面を補完する制度の
意義を検討する（第２章第５節）。そして、第五の論点である隣接する他の知的財産法制と
の区分をどのように行うかという点につき、近時注目される裁判例が相次いでいる不正競
争防止法 2 条 1 項 1 号（標識法）や著作権法を取り上げて、それらによる保護のあり方を
整理、検討する（第２章第６節）。 
第 3 章では、人間中心デザインのデザイン哲学を通じて、「デザインとは何か」、そして、
法的な文脈でのデザインの保護対象は何かを検討する。まず、人間中心デザインとは何かと
いう定義、そして D.A.ノーマン氏が提唱した「ユーザー中心デザイン（UCD）」と人間中心
デザインとの関係について整理する（第３章第１節）。次いで、イギリスデザイン審議会が
モデル化した「ダブルダイヤモンド・デザインプロセスモデル」を紹介する（第３章第２節）。
このモデルはデザイナーのデザイン活動をモデル化したものであり、2 つの収束と発散とい
うプロセスを経ることを示す。一つ目の収束と発散は探索 （Discover）と定義（Define）
であり、真に解決するべき課題の探索と確定のプロセスを示す。そして、二つ目の収束と発
散は展開（Develop）と提供（Delivery）では、真に解決すべき課題に対する最適な解決策
としての製品化を行うプロセスを示しており、この収束と発散をダイヤモンド型としてし
めすことで、この 2 つのダイヤモンド型のプロセスをもって、「ダブルダイヤモンド・デザ
インプロセスモデル」というものである。 
この「ダブルダイヤモンド・デザインプロセスモデル」において人間中心デザインの考え
方の作用の仕方を概観したうえで（第３章第３節）、人間中心デザインの考え方に基づけば、
デザインという活動の中心には、「解決されるべき課題」と、「そうした課題に対する解決策」
すなわち「具体化された形象としての形」とがいかに結びついているかということが存在し
ていることを示す（第３章第４節）。その際、上記のデザイン活動の中心の理解は、D.A.ノ
ーマン氏以外の論者や機関の理解とも整合的であるかを検討する中で、著名なグラフィッ
クデザイナーであるポール・ランド氏、及びグッドデザイン賞を運営する公益財団法人日本
デザイン振興会の見解と上記のデザイン活動の中心の理解と照らし合わせる。 
このように、デザインという活動の中心に、「解決されるべき課題」と、「具体化された形
象としての形」とがいかに結びついているかということが存在しているとの理解の妥当性
を検討したうえで、現行意匠法における諸概念と、どのような関係に立つかの検討に進む
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（第３章第５節）。ここでは、意匠法における従来の学説との異同を検討し、意匠法への議
論の妥当性を検討している。 
第 4 章では、我が国意匠法と同様にパテント・アプローチを採用するアメリカ法におけ
るデザイン保護のあり方を概観し、検討する。デザイン保護の中心を担う意匠特許制度の意
匠概念、保護要件、出願手続、侵害判断基準を中心に、意匠特許制度以外のデザイン保護法
として応用美術としての著作権法上の保護、及び Lanham 法上の保護（標識法）といった連
邦法上の制度を検討する。なお、州法上の不正競争法による保護等は除外している。 
まず、意匠特許制度の法的枠組みを概観する（第４章第１節）。意匠特許に関する独自の
規定は、171 条乃至 173 条、および意匠特許侵害の場合の追加的救済（損害賠償）に関する
289 条の 4 か条のみとなっていることから、実用特許の法的枠組みとの関係について述べ
る。次いで、意匠特許制度における 171 条にいう「意匠」概念について特許審査便覧（Manual 
of Patent Examining Procedure）や関税特許控訴裁判所（CCPA：連邦巡回区控訴裁判所の
前身）の判断を概観する（第４章第２節）。 
そして、保護要件としての装飾性、機能性、新規性及び非自明性の概観、検討に移る（第
４章第３節）。このうち、新規性については、実用特許において新規性喪失の判断基準と侵
害判断基準とが同一のものとされているところ（“That which infringes, if later, anticipates, 
if earlier”）、意匠特許においてもそれらは同一の判断基準である「通常の観察者」テストが
適用されることから、侵害判断基準と連動していることを指摘する。また、従来は侵害判断
基準と同様に新規性喪失の判断基準にも適用されていた“point of novelty”テストについて
は、Egyptian Goddess 事件判決を受けて International Seaway Trading 事件判決が同テスト
を放棄したことも指摘する。また、非自明性要件については、日本法の創作非容易性の判断
主体がだれであるかという点と比較、検討するために、「誰にとって」意匠が非自明でなけ
ればならないかという点を取り上げる。1981 年の関税特許控訴裁判所の In re Nalbandian 
事件判決により、1966 年の関税特許控訴裁判所の In re Laverne 事件判決が採用した「通常
の知性を有する者（the ordinary intelligent man）」との立場が否定され、判断基準を従来多
くの判決が採用してきた「関連意匠に通常の技量を備えたデザイナー」とする立場が採用さ
れたことを指摘する。 
意匠特許取得のためには、出願、及び実体審査を経ることが求められ、意匠特許に係る意
匠の開示と明確性を確保するための図面に関する記載要件等を概観する（第４章第４節）。
このなかでは、図面が最も重要な資料であるところ、明細書での文言による説明については、
連邦行政命令集 37 編§1.153(a)で「図面への言及のほか、説明は通常要求されることはな
い」とされており、特許審査便覧において許容される、そして許容されない一定の類型の文
言説明が挙げられていることを指摘する。 
その後、意匠特許における侵害判断基準と救済の概観、検討に進む（第４章第５節）。こ
のうち侵害判断基準について、Gorham 事件連邦最高裁判決が侵害判断基準を示しており、
この判断基準は「通常の観察者」テストといわれる。Gorham 最高裁判決に示された通常の
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観察者テストとは別個独立に、連邦巡回区控訴裁判所により課せられてきた要件として
“point of novelty”テストが存在してきたものの、同テストは 2008 年の Egyptian Goddess 事
件大合議（en banc）判決により排除され、Gorham 最高裁判決の「通常の観察者」テスト
が唯一の侵害判断基準であると判示されたことを指摘する（なお、Egyptian Goddess 事件
大合議（en banc）判決の判旨を検討するならば、先行意匠との関係は「通常の観察者」テ
ストの中で考慮されることとなると考えられる）。これに加えて、侵害の場面における物品
性、及び救済についても触れる。救済については、289 条における「製造物品」の解釈につ
き、多数の構成部品からなるスマートフォンの意匠特許が問題となった Samsung Elecs. Co. 
v. Apple Inc.事件最高裁判決を概観、検討する。 
意匠特許制度以外の知的財産法によるデザイン保護のあり方に検討を進め、著作権法お
よび Lanham 法による保護を概観、検討し（第４章第６節）、意匠特許を含めたそれぞれの
法的保護の関係に関する判例や学説を概観する（第４章第７節）。 
日本の意匠法と同様に、パテント・アプローチを採用する米国は、なぜデザイン保護法制
にパテント・アプローチを採用したのであろうかという点の検討に進む（第４章第８節）。
その際、歴史的展開に関する研究を参照するとともに、現在の意匠特許制度の状況を前提に
して存在意義やパテント・アプローチを採用することの是非を議論する学説を参照する。歴
史的展開に関する研究としては、Du Mont & Janis (2013)による詳細な研究が、パテント・
アプローチを採用することの是非に関する議論としては、非自明性要件の作用に着目する
McKenna & Strandburg (2013)の研究が、それぞれ注目される。 
第 5 章では、パテント・アプローチとコピーライト・アプローチとも異なるデザイン・ア
プローチと呼ばれる考え方に立脚して、2000 年前後に成立した EU デザイン指令・規則を
取り上げ、デザイン概念、保護要件及び侵害判断基準の立法過程における変遷を中心に検討
を行う。デザイン指令・規則の制定の発端といえるマックスプランク提案の起草担当者の一
人であるアネッテ・クア教授（マックスプランク研究所）によれば、デザイン・アプローチ
は現代のマーケットにおいてデザインが果たす役割（マーケティング機能）に着目しており、
パテント・アプローチとコピーライト・アプローチとを橋渡しする概念であるとされる。EU
デザイン指令・規則の立法過程を中心に取り上げたのは、パテント・アプローチの下では進
歩性（非自明性）に相当する保護要件が存在するように保護要件や侵害判断基準において、
デザイン・アプローチがいかなる意味を持ち、どのような要件として機能しているかを検討
するのに適していると思料したためである。 
デザイン指令・規則の立法過程を概観したのち（第５章第１節）、デザイン・アプローチ
とはいかなる考え方であるのかにつき、マックスプランク提案の起草担当者の一人である
アネッテ・クア教授の 1993 年の論文（Annette Kur, The Green Paper’s “Design Approach” 
– what’s wrong with it ?, E.I.P.R. 1993, 15(10), 374-378）で示されたものに基づいて、批判
的に考察を加える。その結果、クア教授が挙げたものの中では、「非登録デザインの存在」、
「1 年間は新規性を失うことなく市場で実施可能」、「デザイン保護の特定のニーズに適合し
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た要件（新規性、独自性）」という諸点が、デザイン・アプローチを採用する場合の特徴と
いうことになろうと思われながらも、登録デザイン権のあり方という点にかかわる観点か
らは、それらのうちでも、「デザイン保護の特定のニーズに適合した要件（新規性、独自性）」
がデザイン・アプローチの特徴を示すものである可能性が高いと考えられるとする。（第５
章第２節） 
そのため、「デザイン」の定義、保護要件（新規性、独自性）及び侵害判断基準につき、
マックスプランク提案から、現行規則とほぼ同一文言となった 1999 年修正規則案までの立
法過程を概観し、検討を行う（第５章第３節、同第４節、同第５節、同第６節）。 
こうした立法過程の検討に照らして、デザイン・アプローチの検討に再度立ち戻る（第５
章第７節）。このなかで、Green Paper などの法案（1993 年の欧州委員会による指令・規則
案の提出）以前の検討段階においては、現実の市場の反応が重視された商標法に類似した性
質を帯びているように思われるが、他方で、こうした性質は、立法過程において徐々に薄ま
っていったように思われることを指摘する。 
最終章である第 6 章では、これまでの分析に照らして、本稿の問題意識であるパテント・
アプローチを採用することはデザイン保護においていかなる意義があるのか、そして保護
要件や侵害判断基準がどのようなものであるべきか、につき検討を行う。 
 
 
4. 結論 
アメリカ法からは、次のような示唆が得られよう。著作権法や Lanham 法による保護が
拡大し、意匠特許がデザイン保護の役割を担う唯一のものでなくなりつつある中で、歴史的
背景からもデザインの性質に着目してパテント・アプローチが採用されたのではないこと
の議論の登場にもあわせて、意匠特許の存在意義について疑念が呈されてきている。そのな
かで、パテント・アプローチがデザイン保護に有効なアプローチか否かは、非自明性要件、
及び同要件が前提とする累積的進歩の概念がデザインに妥当するか否かにかかっていると
の指摘がなされている。同様に意匠法がパテント・アプローチを採用し、著作権法や標識法
によるデザイン保護の役割が拡大していることから、アメリカ法の状況は基本的に日本に
も妥当するものと考えられる。すると、パテント・アプローチを採用することはデザイン保
護においていかなる意義があるのかについて、歴史的背景からの正当化は難しく、非自明性
要件、及び同要件が前提とする累積的進歩の概念がデザインに妥当するか否かにかかって
いることとなろう。 
非自明性要件、及び同要件が前提とする累積的進歩の概念がデザインに妥当するか否か
を検討するにあたっては、デザイナーの活動、デザインプロセスに着目し、そこに現われる
「デザイン」の価値を見定めることが有効となるように思われる。そこで、現代のデザイン
における少なくとも重要なデザイン哲学の一つである人間中心デザイン、特に人間中心デ
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ザインの主要な論者の一人（ユーザー中心デザインを提唱）で、プロダクトデザインを中心
に議論を展開している D.A.ノーマン氏の議論を通じての検討から示唆が得られるものと思
料する。人間中心デザインを中心とする検討からは、デザインという活動の中心には、「解
決されるべき課題」と、「そうした課題に対する解決策」すなわち「具体化された形象とし
ての形」とがいかに結びついているかということが存在していることを明らかとした。こう
した理解は、著名なグラフィックデザイナーであるポール・ランド氏、及びグッドデザイン
賞を運営する公益財団法人日本デザイン振興会の見解、あるいは意匠法における意匠概念
の従来からの見解とも整合的に理解され得る。そして、こうした理解は、非自明性要件、及
び同要件が前提とする累積的進歩の概念とも整合的であるといえよう。 
こうしたデザインの保護対象の理解のもとでは、デザイン保護法の保護対象はあくまで
も「具体化された形象としての形」であるが、「解決されるべき課題」との結びつき方に照
らして、その保護範囲が確定されるというものとなろう。保護要件について、創作非容易性
の判断は、〔当業者が「解決されるべき課題」から〕「具体化された形象としての形」を想到
することが容易であるか否かを基本としつつも、「具体化された形象としての形」の変更を
思い至ること自体は容易であったとしても、その変更によって予期しない顕著な「解決され
るべき課題」に対する効果が生じたような場合には進歩性（創作非容易性）が肯定される方
向に働くという理解となろう。また、新規性の判断（意 3 条 1 項 3 号）は、「具体化された
形象としての形」を通じてみる「解決されるべき課題」との結びつき方をみることにかかる
ものである。すると、新規性において問題となる対象は創作非容易性とほとんど同じである
ことに照らせば、3 条 1 項 3 号が果たす役割は創作非容易性判断の事前のスクリーニングに
すぎないように思われる。侵害判断基準については、物品が異なれば（非類似であれば）、
当然に「解決されるべき課題」が異なることとなり、創作者が「具体化された形象としての
形」として創作していないものまで権利範囲を及ぼす必要はない。そうであるとすれば、「具
体化された形象としての形」を通して―現行の要件であれば物品性の限定を課して―侵害
判断を行うべきこととなろう。すると、侵害判断基準も、新規性の判断と同様に、「具体化
された形象としての形」を通じてみる「解決されるべき課題」との結びつき方をみることに
かかるものとなる。 
こうした理解は、EU 法からの示唆とも整合的に理解できよう。現行 EU デザイン指令・
規則においては、特に保護要件及び侵害判断基準においては、デザイン・アプローチが顕著
な特徴として表れているようには思われない。むしろ、商標類似の性質を帯びたデザイン・
アプローチが、立法過程においてその色彩を薄めていったことが注目されるように思われ
る。そして、新規性については、「セーフガード条項」の存在はあるものの、実際の運用に
ついては厳格な新規性（世界公知）として機能しており、むしろパテント・アプローチ類似
の色彩を帯びているように思われる。また、独自性要件についても、立法過程において、判
断主体が情報に通じた使用者へと変更され、専門家の水準ではないものの、その分野におけ
る先行デザインに通じていることを考えれば、少なくとも商標類似の性質は帯びていない
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ように思われる。そのように考えるならば、EU 法の現状は、パテント・アプローチの妥当
性と相反するものではないように思われる。 
また、EU 指令・規則において、必ずしも新規性が独自性判断に包含される関係にあるわ
けではないとされるものの、新規性が独自性判断の前のフィルターとして機能し、かつ、独
自性判断が侵害判断基準と連動している。筆者が新規性と創作非容易性は問題とされる対
象がほとんど同じであるとし、新規性判断は創作非容易性判断の事前のスクリーニングに
すぎないように思われるとしたことと軌を一にする。 
以上のことから、本稿の問題意識であるパテント・アプローチを採用することはデザイン
保護においていかなる意義があるのか、そして保護要件や侵害判断基準がどのようなもの
であるべきか、については次のように言うことができよう。 
人間中心デザインを中心とする検討からは、デザインという活動の中心には、「解決され
るべき課題」と、「そうした課題に対する解決策」すなわち「具体化された形象としての形」
とがいかに結びついているかということが存在している。この理解は、非自明性要件、及び
同要件が前提とする累積的進歩の概念と整合的である。そうであるとすれば、デザイン保護
法制において、パテント・アプローチを採用することは適当なものであるといえよう。具体
的には、こうしたデザインの保護対象の理解のもとでは、デザイン保護法の保護対象はあく
までも「具体化された形象としての形」であるが、「解決されるべき課題」との結びつき方
に照らして、その保護範囲が確定されるというものとなろう。 
保護要件や侵害判断基準がどのようなものであるべきか、については次のように言えよ
う。保護要件について、創作非容易性の判断は、〔当業者が「解決されるべき課題」から〕
「具体化された形象としての形」を想到することが容易であるか否かを基本としつつも、
「具体化された形象としての形」の変更を思い至ること自体は容易であったとしても、その
変更によって予期しない顕著な「解決されるべき課題」に対する効果が生じたような場合に
は進歩性（創作非容易性）が肯定される方向に働くという理解となろう。また、新規性の判
断（意 3 条 1 項 3 号）は、「具体化された形象としての形」を通じてみる「解決されるべき
課題」との結びつき方をみることにかかるものである。すると、新規性において問題となる
対象は創作非容易性とほとんど同じであることに照らせば、3 条 1 項 3 号が果たす役割は創
作非容易性判断の事前のスクリーニングにすぎないように思われる。侵害判断基準につい
ては、物品が異なれば（非類似であれば）、当然に「解決されるべき課題」が異なることと
なり、創作者が「具体化された形象としての形」として創作していないものまで権利範囲を
及ぼす必要はないことから、新規性の判断と同様に、「具体化された形象としての形」を通
じてみる「解決されるべき課題」との結びつき方をみることにかかるものとなる。 
新規性の判断基準と侵害判断基準とが同様に、「具体化された形象としての形」を通じて
みる「解決されるべき課題」との結びつき方をみることにかかるものであるとするならば、
図面のみによっては「具体化された形象としての形」のみしか開示されていないと考えられ
る。一般需要者の視点から「具体化された形象としての形」を見ることのみから「解決され
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るべき課題」を推測、想像することは、もはやデザイナーの創作から手を離れた意味を「具
体化された形象としての形」に見いだす行為に他ならない。デザイン保護法の保護対象はあ
くまでも「具体化された形象としての形」であるが、「解決されるべき課題」との結びつき
方とするならば、あくまでもデザイナーが創作した「具体化された形象としての形」である
が、「解決されるべき課題」との結びつき方から、新規性の有無や侵害の存否が判断される
べきである。そうであるとすれば、デザイナーの創作に際して想定された「解決されるべき
課題」を明らかにしたうえでなければ、新規性の有無や侵害の存否の判断は不可能というこ
とになろう。そこで、少なくともデザイナーの創作に際して想定された「解決されるべき課
題」を明らかにする手段、例えば明細書において言語によって「解決されるべき課題」を説
明することを求めること、が必要となろう。 
デザイン保護法以外の代表的なものとして、著作権法による保護および標識法（商標法・
不正競争防止法 2 条 1 項 1 号）の保護との関係については以下のようなことが言えよう。 
著作権法による保護との関係については以下のようなことが言えよう。著作物の定義に
おける「文芸、学術、美術又は音楽の範囲に属するもの」（著作 2 条 1 項 1 号）との著作物
の要件に照らせば、著作権法は文化的所産を保護する法であり、技術的な所産である工業製
品等は工業所有権法（産業財産権法）にゆだねられるべきものである。プロダクトデザイン
においては、「解決されるべき課題」には、当然のことながら、物品の目的や機能を含むの
であり、デザインの保護を著作権法に全て委ねてしまうことは上記の法の目的に照らし適
切とは言い難いように思われる（また、保護期間や権利制限規定をみれば、鑑賞対象となる
美術品を念頭に構成されており、固有の目的や機能を含む物品を保護するのには適当な手
段であるとも言い難いように思われる）。本稿にいうデザイン法の保護対象の理解のもとで
は、「解決されるべき課題」が「具体化された形象」との間で結びつきがあるかどうかが著
作権法による保護がありうるかの基準となるように思われる。これは、「解決されるべき課
題」と「具体化された形象」との間の結びつきがないのであるならば、「具体化された形象」
は例えば物品の固有の目的や課題と関連するわけではないから、むしろ文化的所産として
よいと思われるからである。このような見解は、応用美術におけるいわゆる分離可能性説に
おける実用品の該当性に関して、玩具「チョロＱ」のように鑑賞対象でもあるが機能を有す
るものの動く機能と形状とはかかわりがない場合には意匠法とともに著作権法の保護対象
となりうるとし、他方で人間と似た動きをしてかつ人間と似た外形を有する介護ロボット
のように外形的にも機能（動作）的にも人間同様の動きをする機械としての機能を追求する
場合には意匠や特許の対象とはなりうるが著作権法の保護対象とはならないとする見解35
と軌を一にするように思われる。このような意味で、デザイン保護法は著作権法とは異なる
意義があると考える。 
次いで、標識法（商標法・不正競争防止法 2 条 1 項 1 号）の保護との関係については以
                                                     
35 高林龍『標準著作権法』（有斐閣、第 3 版、2016 年）45 頁本文及び同注 7 
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下のようなことが言えよう。非類似の物品であるものの形態が同一又は類似である場合に
着目するならば、デザイン保護法との補完関係を想定する可能性が残されている。現行意匠
法のもとでは非類似の物品に対して登録意匠と同一又は類似の意匠を実施しても侵害とは
ならない。そうすると、例えば、卵型の椅子の形態を、卵型の椅子の形をした玩具に転用し
た場合には、意匠権の効力が及ばない。これは、デザイン保護の対象が「解決されるべき課
題」と「具体化された形象としての形」とをいかに結びつけてきたのかであるとの理解のも
とでは、「解決されるべき課題」が椅子と玩具では異なるわけであるから、デザインの結果・
成果物を冒用したとは言えず、形態が有する顧客吸引力を冒用したにすぎないということ
になろう36。そこで、非類似の商品役務の出所混同の防止という観点からは、デザイン保護
法が「解決されるべき課題」と「具体化された形象としての形」とに結びつきのある―すな
わち、同一または類似の―物品に対する保護を行うのに対して、不正競争防止法 2 条 1 項 1
号を代表とする標識法は、デザイン保護法の保護対象でない「解決されるべき課題」と「具
体化された形象としての形」とに結びつきのない―非類似の―物品に対する形態が有する
顧客吸引力の冒用を規制するという形で、形態に対する補完的な保護を担う可能性があり
うることとなろう。 
以上 
                                                     
36 五味飛鳥「類否判断における意匠の物品性が果たす役割―部分意匠及び画像意匠の類否
判断の場面を含めて―」日本工業所有権法学会年報 40 号（2017 年）199 頁注 16 参照 
